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事業担当課 シート№ 計画ページ

 子育て支援課  №１ Ｐ９４

 教育総務課・子育て支援課  №２ Ｐ９４

 子育て支援課  №３ Ｐ９４

 子育て支援課  №４ Ｐ９５

 子育て支援課  №５ Ｐ９５

 子育て支援課  №６ Ｐ９６

 子育て支援課  №７ Ｐ９６

 教育総務課  №８ Ｐ９７

 教育総務課  №９ Ｐ９７

 子育て支援課  №１０ Ｐ９７

 子育て支援課  №１１ Ｐ９８

 子育て支援課・健康づくり課  №１２ Ｐ９９

 子育て支援課  №１３ Ｐ１００

 健康づくり課  №１４ Ｐ１０１

 健康づくり課  №１５ Ｐ１０２

 健康づくり課  №１６ Ｐ１０３

 子育て支援課  №１７ Ｐ１０４

 子育て支援課  №１８ Ｐ１０５

 子育て支援課  №１９ Ｐ１０６

 子育て支援課  №２０ Ｐ１０７

 子育て支援課  №２１ Ｐ１０８

 教育総務課・生涯学習課  №２２ Ｐ１０９

 教育総務課  №２３ Ｐ１１０

 子育て支援課  №２４ Ｐ１１０

〔項　目〕

第６節　子ども・子育て支援給付

　１　施設型給付費

（１） 認定こども園

（２） 幼稚園

（３） 認可保育所

　２ 地域型保育給付事業

（１） 家庭的保育事業

（２） 小規模保育事業

（３） 事業所内保育事業

（４） 居宅訪問型保育事業

　３ 施設等利用費

（１） 幼稚園〈未移行〉

（２） 預かり保育事業

（３） 一時預かり事業

（４） 認可外保育施設等

第７節　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

　１　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（１） 利用者支援事業

（２） 地域子育て支援拠点事業

（３） 妊婦健康診査

（４） 乳児家庭全戸訪問事業

（５） 養育支援訪問事業

（６） 子育て短期支援事業
　　　　（ショートステイ・トワイライトステイ事業）

（７） ファミリー・サポート・センター事業

（８） 一時預かり事業【幼稚園型／幼稚園型以外】

（９） 時間外保育事業（延長保育事業）

（１０） 病児保育事業

（１１） 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

（１２） 実費徴収に係る補足給付を行う事業

（１３） 多様な主体が本制度に参入することを促進する
　　　　ための事業
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〔記載要領〕

 事業名 事業の名称を記載しています。

 事業担当課 事業の担当課を記載しています。

 計画内容 計画の内容等を記載しています。

 確保方策（計画）

計画では、就学前児童及び小学生の各保護者を対象に、平成３１年
度に実施したニーズ調査等を踏まえ、この事業の実施目的を達成す
るために準備すべき数量（対象人数や対象施設数など）を定めてい
ます。この「量の見込み」を満たすための手段（内容や実施時期な
ど）を「確保方策」とし、計画で定めた「確保方策」の内容を記載して
います。つまり、「量の見込み」とは「市民からの必要希望数」と、「確
保方策」とは「市民ニーズの受入体制」と言い換えることができま
す。

 進捗状況（計画値・実績値）

計画値に対する実績値を記載しています。
計画値には「量の見込み」と「確保方策」の数値を、実績値には「利用
申込数（保護者の希望）」「利用者数（結果）」「過不足（差引）」などの
数値を記載しています。

 実施内容 事業担当課による令和6年度の進捗状況を記載しています。

 総合評価・評価理由

第2期の計画期間（R2～Ｒ6）の総合評価及び評価理由について記
載しています。

【評価基準】
Ａ：目標を達成した場合
Ｂ：目標は達成していないが、目標に対して推進が認められる場合
Ｃ：目標を達成しておらず、目標に対して推進が認められない場合
Ｄ：計画より大幅に遅れている場合

 今後の課題・対応等 令和7年度以降の課題・対応等を記載しています。
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第６節　子ども・子育て支援給付

　１　施設型給付費

１　事業名 №１

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
700 348 327 312 297 286

②実績値
市内利用者

(人)
387 412 420 454 456 449

②－① ▲ 313 64 93 142 159 163

②/① 55.3% 118.4% 128.4% 145.5% 153.5% 157.0%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №２

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
100 87 87 83 78 75

②実績値
市内利用者

(人)
83 75 66 54 55 44

②－① ▲ 17 ▲ 12 ▲ 21 ▲ 29 ▲ 23 ▲ 31

②/① 83.0% 86.2% 75.9% 65.1% 70.5% 58.7%

8　今後の課題
　　・対応等

　認定こども園

　子育て支援課

現在、民間の幼稚園型認定こども園３施設へ運営費を給付しています。

現在の利用状況及び利用意向を踏まえて、受け入れ体制の充実を図ります。

区　　分

民間事業所等への普及に努める。

幼稚園

　教育総務課・子育て支援課

子ども・子育て支援新制度への移行又は認定こども園への移行を推進します。

現在の利用状況及び利用意向を踏まえて、受け入れ体制の充実を図ります。

区　　分

市内すべての幼稚園が認定こども園へ移行完了した。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

旭市子ども・子育て支援事業計画及び国が示した「私立幼稚園の子ども・子育て支援新制度への円滑な移行
等について(平成26年4月10日)」に基づき、市内の教育・保育施設の意向や正確な情報をもとに、地域の
ニーズ、現在の利用状況等を踏まえて、的確に選択できるよう支援を行った。

【幼稚園】
・あさひこひつじ幼稚園　　　幼稚園型認定こども園に移行（平成28年4月から）
・うなかみ幼稚園　　　　　　　幼稚園型認定こども園に移行（平成28年4月から）
・いいおか幼稚園　　　　　　　幼稚園型認定こども園に移行（平成29年4月から） 

【保育所】
・令和６年度　移行希望なし

７　総合評価 A 評価理由
順調に認定こども園への移行が図られており、達成度も高いことから、受け
入れ体制の充実に資することができたため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

【子育て世帯への経済支援】
 少子化対策の一環として、新制度に移行していない幼稚園に通園する園児の入園料・保育料等を補助するこ
とにより保護者の経済的負担の軽減を図った。

【子ども・子育て支援新制度への移行】
・令和6年度　移行希望あり、令和7年度からの新制度移行を目指す。

７　総合評価 A 評価理由
令和６年度中は、新制度に移行していない施設およびその通園児の保護者に
対し、補助金の給付を行い、各々の経済的負担軽減に努めた。市内の私立幼
稚園は、令和７年度から新制度へすべて移行する。

3



１　事業名 №３

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
1,278 1,586 1,493 1,425 1,354 1,306

②実績値
市内利用者

(人)
1,611 1,551 1,446 1,356 1,289 1,235

②－① 333 ▲ 35 ▲ 47 ▲ 69 ▲ 65 ▲ 71

②/① 126.1% 97.8% 96.9% 95.2% 95.2% 94.6%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №４

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②実績値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②－① 0 0 0 0 0 0

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

認可保育所

　子育て支援課

・現在の認可保育所を運営しながら、認定こども園への移行を推進します。
・現在、民間の認可保育所５施設へ運営費を給付しています。

現在の利用状況及び利用意向を踏まえて、受け入れ体制の充実を図ります。

区　　分

施設の老朽化や少子化による児童減少に対応するため、引き続き施設の再編を進める。

家庭的保育事業

　子育て支援課

主に満３歳未満の保育を必要とする乳幼児について家庭的保育者の居宅その他の場所で保育を行う事業で
す。利用定員は５人以下です。

今後のサービス利用の増加に対応できるよう、研修の場の拡充を図る等家庭的保育者の育成を図ります。

区　　分

現在、民間業者から整備及び運営に関し希望はないが、希望があった場合は適切に対応する。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

【保育環境・資質向上】
出産後の女性の円滑な職場復帰を支援するため、低年齢児クラスの保育士を確保する等、保育の環境充実を
図った。

【子育て世帯の経済支援】
高校修了前の子どもが3人以上いる世帯において、第3子以降の保育料の無料化を実施した。
（対象者数）令和3年度：107人 令和4年度：103人　令和5年度：99人　令和６年度：106人

【公立保育の再編】
令和4年3月に策定した旭市立保育所再編計画に基づき公立保育所の再編を進める。
令和５年４月、干潟保育所を民営化。（市内民間保育所５施設→６施設）
令和６年度は、令和７年４月のふたば保育所開所に向けて、中央第二保育所とゆたか保育所の統合及び建設
等含む移転業務を進めるとともに、日の出保育所ととみうら保育所の再編整備に向けて検討会議を実施し
た。

７　総合評価 B 評価理由
現況を踏まえて、公立保育所の再編を交えながら、受け入れ体制の充実・最
適化に寄与したため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間業者から整備及び運営に関し希望なし。
本市での3号認定の子どもの保育の供給については概ね確保できているが、多様な保育ニーズに対応する
ため、今後も利用ニーズの把握に努める。

７　総合評価 D 評価理由 事業未実施のため。
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１　事業名 №５

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
80 0 0 15 15 15

②実績値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②－① ▲ 80 0 0 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 15

②/① 0.0% - - 0.0% 0.0% 0.0%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №６

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②実績値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②－① 0 0 0 0 0 0

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

小規模保育事業

　子育て支援課

主に満３歳未満の保育を必要とする乳幼児について保育することを目的とする施設において保育を行う事
業です。利用定員は６人以上１９人以下です。
　①０～２歳の保育は小規模保育事業を中心に拡充します。
　②私立幼稚園等が設置・運営する小規模保育事業を支援します。

今後のサービス利用の増加に対応できるよう、サービス事業者の参入を図ります。

区　　分

現在、民間業者から整備及び運営に関し希望はないが、希望があった場合は適切に対応する。

事業所内保育事業

　子育て支援課

事業主（企業）等が、従業員の主に３歳未満の子どものほか、地域において保育を必要とする乳幼児について
も、事業主等が設置する施設等で保育を行う事業です。

今後のサービスの増加に対応できるよう、各事業者（企業）への情報提供に努めるとともに、事業への参加の
働きかけを行います。

区　　分

現在、民間業者から整備及び運営に関し希望はないが、希望があった場合は適切に対応する。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間業者から整備及び運営に関し希望なし。
本市での3号認定の子どもの保育の供給については概ね確保できているが、多様な保育ニーズに対応する
ため、今後も利用ニーズの把握に努める。

７　総合評価 D 評価理由 事業未実施のため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間業者から整備及び運営に関し希望なし。
本市での3号認定の子どもの保育の供給については概ね確保できているが、多様な保育ニーズに対応する
ため、今後も利用ニーズの把握に努める。

７　総合評価 D 評価理由 事業未実施のため。
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１　事業名 №７

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②実績値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②－① 0 0 0 0 0 0

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №８

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
- 100 100 100 100 100

②実績値
市内利用者

(人)
96 87 79 68 72 51

②－① - ▲ 13 ▲ 21 ▲ 32 ▲ 28 ▲ 49

②/① - 87.0% 79.0% 68.0% 72.0% 51.0%

8　今後の課題
　　・対応等

居宅訪問型保育事業

　子育て支援課

主に３歳未満の保育を必要とする乳幼児について、乳幼児の居宅において家庭的保育者による保育を行う
事業です。

今後のサービスの増加に対応できるよう、研修の場の拡充を図る等家庭的保育者の育成を図ります。

区　　分

現在、民間業者から整備及び運営に関し希望はないが、希望があった場合は適切に対応する。

幼稚園〈未移行〉

　教育総務課

施設型給付費及び地域型保育給付費以外で、市から認定を受けた子どもが、市から認定を受けた施設・事業
を利用した際に要する費用（利用料）を給付します。

未移行の幼稚園を利用している満３歳から５歳児に対して、入園料・保育料を月額25,700円まで無償とし
ます。

区　　分

引き続き少子化対策の一環として、新制度に移行していない幼稚園に通園する園児の入園料・保育料を補助
する事により保護者の経済的負担の軽減を図る。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間業者から整備及び運営に関し希望なし。
本市での3号認定の子どもの保育の供給については概ね確保できているが、多様な保育ニーズに対応する
ため、今後も利用ニーズの把握に努める。

７　総合評価 D 評価理由 事業未実施のため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

少子化対策の一環として、新制度に移行していない幼稚園に通園する園児の入園料・保育料を補助する事に
より保護者の経済的負担の軽減を図った。

・幼稚園施設等利用料（給食費を除く保育料）：51人

７　総合評価 A 評価理由
補助対象施設の施設等利用費が月額上限額を超えないため、保護者は補助
対象額に対して入園料を除けば満額補助を受けることができた。
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１　事業名 №９

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
- 82 82 82 82 82

②実績値
市内利用者

(人)
15 20 20 25 25 21

②－① - ▲ 62 ▲ 62 ▲ 57 ▲ 57 ▲ 61

②/① - 24.4% 24.4% 30.5% 30.5% 25.6%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №１０

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
- 16 16 16 16 16

②実績値
市内利用者

(人)
53 48 42 54 43 59

②－① - 32 26 38 27 43

②/① - 300.0% 262.5% 337.5% 268.8% 368.8%

8　今後の課題
　　・対応等

預かり保育事業

　教育総務課

施設型給付費及び地域型保育給付費以外で、市から認定を受けた子どもが、市から認定を受けた施設・事業
を利用した際に要する費用（利用料）を給付します。

幼稚園の利用に加え、利用日数に応じて最大月額11,300円まで利用料を無償とします。

区　　分

引き続き少子化対策の一環として、新制度に移行していない幼稚園に通園する保育を必要とする園児の預
かり保育料を補助する事により保護者の経済的負担の軽減を図る。

一時預かり事業

　子育て支援課

施設型給付費及び地域型保育給付費以外で、市から認定を受けた子どもが、市から認定を受けた施設・事業
を利用した際に要する費用（利用料）を給付します。

認定こども園や認可保育所の一時預かり事業の利用に際し、月額37,000円まで無償とします。

区　　分

制度の普及に努め、保護者の育児負担の軽減に繋がるよう、引き続き事業を推進していく。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

少子化対策の一環として、新制度に移行していない幼稚園に通園する保育を必要とする園児の預かり保育
料を補助することにより保護者の経済的負担の軽減を図った。

・幼稚園施設等利用料(預かり保育利用料）：21人

７　総合評価 A 評価理由
預かり保育利用者に対して、年間を通してほぼ満額補助することができ、保
護者の経済的負担の軽減に寄与した。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

令和元年10月より、幼児教育・保育の無償化に伴い事業開始。子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図る
ため、新2号、新3号認定者が預かり保育や一時預かり保育を利用した際の費用の一部を補助する。

７　総合評価 A 評価理由
利用者に対して、事業を利用した際の一部を補助するとこで保護者の経済的
負担の軽減が図ることができた。
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１　事業名 №１１

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
- 16 14 15 15 13

②実績値
市内利用者

(人)
0 0 0 0 0 0

②－① - ▲ 16 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 13

②/① - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8　今後の課題
　　・対応等

認可外保育施設等

　子育て支援課

施設型給付費及び地域型保育給付費以外で、市から認定を受けた子どもが、市から認定を受けた施設・事業
を利用した際に要する費用（利用料）を給付します。

認可保育所や認定こども園等を利用できず認可外保育施設等の利用に際し、３歳児以上児月額37,000円
（３歳未満児42,000円）までの利用料を無償とします。

区　　分

現在、民間業者から整備及び運営に関し希望はないが、希望があった場合は適切に対応する。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間業者から整備及び運営に関し希望なし。
本市での２号、3号認定の子どもの保育の供給については概ね確保できているが、多様な保育ニーズに対応
するため、今後も利用ニーズの把握に努める。

７　総合評価 D 評価理由 事業未実施のため。
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第７節　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

　１　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

１　事業名 №１２

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

基本型・特定型
実施場所
（か所）

1 1 1 1 1 1

母子保健型
実施場所
（か所）

- 1 1 1 1 1

基本型・特定型
実施場所
（か所）

1 1 1 1 1 1

母子保健型
実施場所
（か所）

- 1 1 1 1 1

基本型・特定型
実施場所
（か所）

- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

母子保健型
実施場所
（か所）

- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

8　今後の課題
　　・対応等

利用者支援事業

　子育て支援課・健康づくり課

子育て支援センターハニカムにおいて、就学前の教育・保育施設（保育所・幼稚園・認定こども園）への入園相
談や情報提供、各種地域子ども・子育てサービス（一時預かり、病児保育、延長保育など）について、保護者が
サービスを十分理解して活用できるようコーディネートを行っています。

母子保健型（令和２年度開設）と基本型で連携を図りながら、妊娠期から子育て期にわたる支援を提供しま
す。地域の実情を踏まえた柔軟な対応ができるよう、支援体制の強化を図るとともに、市民からの要望に適
切に応えることができるよう、職員に対する研修の場の充実を図り、知識と能力の向上を図ります。また、支
援のために適切な調整ができるよう、関係機関との連携の強化を図ります。

区　　分

今後も多様なニーズに合わせて相談体制の充実を図るとともに、関係機関や医療機関等と連携し、利用者の
支援を行っていく。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

（子育て支援課）
子育て支援センターに「旭市版保育コーディネーター」を配置し、子どもや保護者または妊娠している方が、多
様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業の中から適切なものを選択し、確実かつ円滑に利用できるよう
支援を行った。また、関連機関と連携し情報集約を行うとともに、教育・保育施設等の利用にあたって相談に
応じ、必要な情報提供・助言を行った。

（健康づくり課）
令和2年4月より、子育て世代包括支援センター（母子保健型）を開設。妊娠届出時に保健師または助産師に
よる全数面接、妊娠７～８か月アンケートの実施、妊娠後期の電話相談のほか、妊婦・乳幼児への対面・電話で
の相談を実施。子育て支援センターや関係各課、医療機関等と情報共有・連携を図ってる。

７　総合評価 A 評価理由
基本型、母子保健型ともに計画どおり実施し、利用者への情報提供等も行え
たため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №１３

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

利用者数
(人回)

19,800 16,280 16,280 16,280 16,280 16,280

実施場所
（か所数）

- 6 6 6 6 6

利用者数
(人回)

12,909 9,578 11,930 12,452 12,734 12,085

実施場所
（か所数）

6 6 5 5 5 6

利用者数
(人回)

65.2% 58.8% 73.3% 76.5% 78.2% 74.2%

実施場所
（か所数）

- 100.0% 83.3% 83.3% 83.3% 100.0%

8　今後の課題
　　・対応等

地域子育て支援拠点事業

　子育て支援課

それぞれの地域の実情にあわせ、６か所の地域子育て支援拠点が展開されています。子どもたちの健やかな
成長を応援し、子育て親子をサポートしています。

子育てを取り巻く環境の変化等に伴い、子育てに不安を抱える保護者も増加していることから、関係機関と
連携を図りながら安心して子育てできる体制整備に努めます。

区　　分

職員の研修により、求められるサービスに合わせ提供できるよう資質向上に努める。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

子育てについての相談や情報の提供を行うとともに、子育てサークル活動の支援等地域における子育て活
動の支援に努めた。
地域子育て支援拠点事業
（公設１か所）
　 ・旭市子育て支援センターハニカム
（民間事業所5か所）
 　 ・サンライズ子育て支援センター 
    ・子育て支援センターたんぽぽ　
    ・サポートセンターつるまき子供の丘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　  ・あさひこひつじ幼稚園子育て支援センター
　  ・子育て支援センターのびのびひろば

７　総合評価 B 評価理由
安定して利用者数を維持できており、安心して子育てできる体制作りに寄与
できた。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №１４

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
利用者数
(人回)

- 4,270 4,153 4,036 3,942 3,849

②実績値
利用者数
(人回)

5,036 4,561 4,570 4,216 4,052 3,878

②－① - 291 417 180 110 29

②/① - 106.8% 110.0% 104.5% 102.8% 100.8%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №１５

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
年間利用者数

(人)
411 365 355 345 337 329

②実績値
年間利用者数

(人)
377 376 365 328 349 320

②－① ▲ 34 11 10 ▲ 17 12 ▲ 9

②/① 91.7% 103.0% 102.8% 95.1% 103.6% 97.3%

8　今後の課題
　　・対応等

妊婦健康診査

　健康づくり課

妊娠期間中に必要な１４回の妊婦健康診査及び、ＨＩＶ抗体検査、子宮頸がん検診（細胞診）、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウ
イルス検査、ＨＴＬＶ－１抗体検査、性器クラミジア検査の助成券を妊婦届出時に交付しています。また、里帰り
等のため委託医療機関以外で受診された方に対しても償還払いにより助成しています。

妊婦と胎児の健康保持のため、医療機関との調整を図り、提供体制の確保に努めるとともに、手帳配布時に
事業内容の説明を行い、健康診査の受診率の向上を図ります。

区　　分

妊婦健康診査を必要なタイミングで受診できるよう周知を行うとともに、妊婦一人ひとりの健診の受診状況
を把握し、未受診者への受診勧奨を行う。

乳児家庭全戸訪問事業

　健康づくり課

家庭訪問では、育児支援チェックリスト、エジンバラ産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）、赤ちゃんへの気持ち質問票
を使い、具体的な不安の解消に努めています。

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭に対して、保健師や助産師が訪問できるよう、人材の確保と育成
を図ります。

区　　分

児と産婦の健康状態の確認と育児支援のため、できるだけ産後早期（1か月以内）に訪問を実施する。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

母子健康手帳交付時に助成内容の説明、および健診の受診勧奨を行っている。
妊婦健康診査を契約医療機関で受診した場合は、「妊婦健康診査受診票」を利用することで窓口での支払い
額の負担を軽減できるようにしている。契約医療機関以外で受診した場合は、償還払いで対応している。ま
た、妊婦健康診査受診票の利用状況を把握し、支援の必要な妊婦の把握も行っている。

７　総合評価 A 評価理由 健診の受診勧奨を行い、計画値を上回る利用実績があったため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

保健師または助産師が、生後4か月までの乳児がいる家庭へ訪問し、子どもの発育・発達の確認と母親の育
児不安に対応している。
出生後の入院継続等を理由に訪問のできない家庭についても、電話や面接、乳児健診等で状況の確認を行
い、育児支援を実施している。

７　総合評価 B 評価理由
対象者の95％以上の家庭へ訪問し、子どもや産婦の健康状態の確認や育児
支援を実施することができた。
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１　事業名 №１６

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
市内利用者

(人)
- 0 0 40 40 40

②実績値
市内利用者

(人)
- 0 18 8 10 6

②－① - 0 18 ▲ 32 ▲ 30 ▲ 34

②/① - - - 20.0% 25.0% 15.0%

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №１７

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

利用者数
(人日)

0 0 7 7 7 7

施設数
（か所数）

0 0 1 1 1 1

利用者数
(人日)

0 0 0 0 0 0

施設数
（か所数）

0 0 0 0 0 0

利用者数
(人回)

- - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

実施場所
（か所数）

- - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8　今後の課題
　　・対応等

養育支援訪問事業

　健康づくり課

若年妊婦及び精神疾患を持つハイリスク妊婦への訪問や、乳児家庭全戸訪問を通して、連携を図りながら、支
援の必要な対象者への指導、助言等を行っています。

児童虐待に関する相談や乳児家庭全戸訪問等により、児童の養育について積極的に支援することが必要と
される家庭に対し、組織的な支援体制の整備を図ります。

区　　分

支援の進行管理や当該事業への対象者への各種支援と、連携調整を行う中核機関の設置や多角的な支援を
行うための地域ネットワークづくりが課題。

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ事業）

　子育て支援課

保護者の疾病、出産、看護あるいは事故等によって、児童の養育が困難になった場合、子どもを児童福祉施
設等で一時的に養育、保護する事業です。現在、旭市では実施していません。

市内の事業者と連携を図りながら子育て短期支援事業を実施します。

区　　分

受け入れ可能な事業者を探し、本事業を実施したい。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

妊婦相談や乳幼児家庭訪問を通じて、育児不安が強い方や若年妊産婦等支援の必要な妊産婦、授乳等がう
まくできない等支援の希望のある産婦に産後ケア事業の利用を勧めている。令和5年度から宿泊型に加え、
通所型も契約し、短時間での利用ができるようにしている。
特定妊婦や産後うつ、育児の負担感の強い方等虐待のリスクの高い家庭については、子育て支援課と連携し
支援を行っている。

７　総合評価 B 評価理由
計画値に対して実績値は少ないが、支援を必要とする家庭への援助は行え
た。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

民間事業所等へ打診するも、受け入れ可能な事業者がおらず事業が実施できなかった。

７　総合評価 D 評価理由 受け入れ可能な事業者がおらず事業が実施できなかったため。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №１８

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
利用者数
(人日)

0 0 0 0 0 240

②実績値
利用者数
(人日)

0 0 0 0 0 37

②－① 0 0 0 0 0 ▲ 203

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №１９

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

幼稚園型
利用者数
(人日)

19,800 10,975 10,975 10,975 10,975 10,975

幼稚園型以外
利用者数
（人日）

4,900 3,511 3,511 3,511 3,511 3,511

幼稚園型
利用者数
(人日)

10,172 7,656 5,474 7,244 6,322 8,971

幼稚園型以外
利用者数
（人日）

2,895 2,287 1,632 1,188 1,173 1,658

幼稚園型
利用者数
(人日)

51.4% 69.8% 49.9% 66.0% 57.6% 81.7%

幼稚園型以外
利用者数
（人日）

59.1% 65.1% 46.5% 33.8% 33.4% 47.2%

8　今後の課題
　　・対応等

ファミリー・サポート・センター事業

　子育て支援課

地域において、児童の預かり等の援助を希望する者（利用会員）と援助を行うことを希望する者（提供会員）
との相互援助活動に対する連絡・調整を実施する事業です。現在、旭市では実施していません。

ニーズにあった提供体制を実現できるよう検討します。

区　　分

市民に広く周知を行い、事業内容を認知してもらうとともに、会員数の増加を図る。会員同士が安心して援
助活動を行えるよう、引き続き入会説明会や子育てサポート講習を行っていく。

一時預かり事業【幼稚園型／幼稚園型以外】

　子育て支援課

一時預かり事業の幼稚園型は、認定こども園１か所で実施しています。一時預かり事業の幼稚園型以外は、公
立保育所１2か所、私立保育園2か所で実施しています。

一時預かり事業の利用状況や利用意向を踏まえて、サービス提供事業者の参入を促進します。

区　　分

保護者の育児負担の軽減に繋がるよう、引き続き事業を推進していく。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

子育てのお手伝いをしてほしい人（利用会員）とお手伝いをしたい人（提供会員）の相互援助活動を支援する
ため、令和6年11月に旭市ファミリー・サポート・センターを開設した。アドバイザーが入会説明会や子育てサ
ポート講習を開催するとともに、会員間の連絡・調整を行い、援助活動の実施につないだ。
主に、保育施設や小学校への送迎・その前後の預かり、保護者の外出時の預かりなどを行った。

７　総合評価 C 評価理由
令和6年11月に開始となった事業で、会員数が少なく実績値が計画値に及
ばなかったため。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担の軽減、保護者の疾病や災害等により家庭での保育が困難とな
る場合などに、一時的に保育所等での保育を行った。
（公立保育所）
　・12か所
（私立保育所）
　・ひがた保育園
　・ひかり保育園
（私立認定こども園）
　・あさひこひつじ幼稚園

７　総合評価 B 評価理由 保護者の育児負担の軽減に寄与することができた。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №２０

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

利用者数
(人)

190 366 366 366 366 366

施設数
（か所数）

- 19 19 19 19 19

利用者数
(人)

387 332 256 364 314 292

施設数
（か所数）

19 19 19 18 18 18

利用者数
(人)

203.7% 90.7% 69.9% 99.5% 85.8% 79.8%

施設数
（か所数）

- 100.0% 100.0% 94.7% 94.7% 94.7%

8　今後の課題
　　・対応等

時間外保育事業（延長保育事業）

　子育て支援課

公立保育所１2か所、私立保育園6か所、認定こども園１か所で保育標準時間１１時間（保育短時間にあたって
は８時間）を超えて保育サービスを提供しています。

現在の利用状況や利用意向を踏まえて、サービス提供体制の拡充を図ります。

区　　分

保育時間内の送迎ができない保護者のためにも、引き続き事業を実施していく。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

保護者の勤務時間などにより、保育時間内の送迎ができない方のために、「時間外保育（延長保育）」を実施し
た。時間外保育（延長保育）は、保育所開所時間である下記の範囲内で、保育標準時間認定者は11時間を越
え実施する保育（保育短時間認定者には8時間を越え実施する保育）で実施した。
〔7：15～19：15〕旭市立中央第一保育所
〔7：15～18：15〕旭市立ゆたか保育所・旭市立日の出保育所・旭市立とみうら保育所・
　　　　　　　　 旭市立共和保育所・旭市立池の端保育所・旭市立中央第二保育所・
　　　　　　　 　旭市立中央第三保育所・旭市立海上保育所・旭市立いいおか保育所・
　　　　　　 　　旭市立まんざい保育所・旭市立古城保育所
〔7：15～19：15〕ひがた保育園
〔7：00～19：00〕サンライズベビーホ－ム・おうめい保育園
〔7：30～19：00〕ひかり保育園・あさひこひつじ幼稚園　　
〔7：30～19：30〕干潟町中央保育園

７　総合評価 B 評価理由
保育時間外にも児童を預かることで、多様化する就労形態に対応し、安心し
て子育てができる環境整備に寄与できた。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №２１

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

年間利用者数
(人)

540 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439

施設数
（か所数）

- 4 4 4 4 4

年間利用者数
(人)

1,114 819 849 288 501 481

施設数
（か所数）

3 4 4 4 4 5

年間利用者数
(人)

206.3% 56.9% 59.0% 20.0% 34.8% 33.4%

施設数
（か所数）

- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 125.0%

8　今後の課題
　　・対応等

病児保育事業

　子育て支援課

公立保育所１か所、私立保育園２か所、認定こども園１か所で体調不良児対応型を実施しています。

令和２年度から公立保育所１か所を追加して事業を実施していきます。仕事と子育ての両立支援の一環とし
て、利用状況や利用意向等を踏まえ、病児保育事業を運営し、提供体制の確保に努めます。

区　　分

事業内容をより多くの人に周知し、利用者の増加に繋げたい。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

海上保育所・ひがた保育園・鶴巻保育園・あさひこひつじ幼稚園にて事業を実施した。また、令和６年度より、
FLOWER CHILDRENが病児・病後児保育両対応の専用施設を開設した。
（病児保育事業）
　・FLOWER CHILDREN
病気の回復期に至らない場合であり、かつ、当面の症状の急変が認められない小学校６年生までの児童につ
いて、一時的に保育を実施した。

（病後児保育事業）
　・海上保育所
　・ひがた保育園
　・FLOWER CHILDREN
病気の回復期にあるが、集団での保育等が困難な小学校6年生までの児童について、一時的に保育を行っ
た。

（体調不良児対応型）
　・鶴巻保育園
　・あさひこひつじ幼稚園
それぞれの園の入園児童が保育中に体調不良となった際に、保護者が迎えに来るまでの間の対応を行った。

７　総合評価 B 評価理由
自宅での保育が困難な児童を預かることで、安心して子育てができる環境整
備に寄与することができた。

15



１　事業名 №２２

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

低学年
実利用者数(人)

560 694 700 664 662 618

高学年
実利用者数(人)

70 98 97 95 90 90

施設数
（か所数）

- 22 22 22 22 22

一体的または連携
による放課後児童
クラブ及び放課後
子ども教室
　　（か所数）

- 0 15 15 15 15

低学年
実利用者数(人)

623 524 612 615 649 633

高学年
実利用者数(人)

97 98 81 99 92 112

施設数
（か所数）

22 22 22 22 22 22

一体的または連携
による放課後児童
クラブ及び放課後
子ども教室
　　（か所数）

0 0 0 0 0 0

低学年
実利用者数(人)

111.3% 75.5% 87.4% 92.6% 98.0% 102.4%

高学年
実利用者数(人)

138.6% 100.0% 83.5% 104.2% 102.2% 124.4%

施設数
（か所数）

- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一体的または連携
による放課後児童
クラブ及び放課後
子ども教室
　　（か所数）

- - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8　今後の課題
　　・対応等

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

　教育総務課・生涯学習課

１５小学校区で２２か所の放課後児童クラブを開設しています。

現在の利用状況や利用意向を踏まえて、民間の事業者の参入も含め受け入れ体制の拡充を図ります。

区　　分

(教育総務課）
放課後児童クラブの需要動向を注視し、施設・職員の確保に努め、利用者のニーズに見合った受入れ体制の
拡充を図る。学校再編に伴う、児童クラブの在り方について検討していく。
（生涯学習課）
引き続き放課後こども教室の実施について検討するとともに、地域子ども教室事業を実施していく。

①計画値

②実績値

達成度
②/①

６　計画期間内
　　の実施内容

(教育総務課）
市内全15小学校区に、22放課後児童クラブを開設。高学年を受入れ、待機児童の解消に努めた。延長保育、
土曜保育により保護者のニーズに合った受入れを行った。
（生涯学習課）
「地域子ども教室事業」は、学校の空き教室を利用し工作教室を実施しているが、放課後児童クラブとの連携
した教室とはなっていない。今後は、地域学校協働活動の中で放課後児童クラブと連携した事業について検
討していく。

７　総合評価 B 評価理由

市内全15小学校に、児童クラブを開設し、定員に余裕がある場合は高学年ま
で受入れした。令和3年度には、延長保育を実施し、保護者のニーズに見合っ
た受入れを行った。
放課後こども教室は実施に至っていないが地域こども教室は継続実施して
いる。

５　進捗状況
 （計画・実績値）
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１　事業名 №２３

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
利用者数

(人)
- - - - - -

②実績値
利用者数

(人)
20 22 19 14 19 18

②－① - - - - - -

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

１　事業名 №２４

２　事業担当課

３　計画内容

４　確保方策
　（計　画）

Ｒ１
（実績）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①計画値
施設数

（か所数）
- - - - - -

②実績値
施設数

（か所数）
- 0 0 0 0 0

②－① - - - - - -

②/① - - - - - -

8　今後の課題
　　・対応等

実費徴収に係る補足給付を行う事業

　教育総務課

保護者の世帯状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して、保護者が支払うべき日用品、文房具等の
購入に要する費用又は給食費の副食材料費用の一部を助成する事業です。

新制度に移行していない幼稚園で実施しています。低所得世帯及び第３子以降の子どもの副食費に対して補
助します。

区　　分

令和７年度より、旭幼稚園が認定こども園となり、補助対象施設が市内にはなくなるため、今後は、市外の補
助対象施設に通う園児に対して補助事業を実施していく。

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

　子育て支援課

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用し
た特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。また、認定こども園において、特別な
支援が必要な子どもの受け入れ体制を構築するための事業であります。

現在、旭市では実施していません。

区　　分

引き続き地域の利用者ニーズの把握に努め、安定した保育が実施されるよう態勢を整えていく。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

(教育総務課)

低所得世帯及び第3子以降(小学校３年生以下の子供のみで数えて第３子以降)の園児について、副食費を

上限額(下記参照)まで補助した。
・月額支給上限
～Ｒ4まで　　4,500円
Ｒ5　　　　　　 4,700円
Ｒ6　　　　　　 4,800円

７　総合評価 A 評価理由
補助対象施設の副食費が月額上限額を超えないため、申請者は補助対象額
に対して満額補助を受けることができた。

５　進捗状況
 （計画・実績値）

達成度

６　計画期間内
　　の実施内容

民間事業者から整備及び運営に関し希望なし。
私立認定こども園において、引き続き保育の質の維持と、安定した保育を継続して提供できるよう支援を行
う。
今後も地域の利用者ニーズの把握に努め、ニーズに即した保育が実施できるよう受け入れ態勢を整えてい
く。

７　総合評価 C 評価理由 実施する事業者がいないため。
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